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1. はじめに
近年，先進国においては，所得格差の拡大が問

題となっている．特に，最近では自然災害や新型
コロナウイルス感染症などによる経済損失がその
格差拡大に拍車をかけている．このような経済損
失を補うため，給付金の支給などによる財の再分
配が行われる．日本でも，新型コロナウイルス感
染症の拡大による損失を補うため，令和 2年に特
別給付金が支給されたが，この給付金をめぐって
は，当時，収入が減少した世帯に限定して 30万円
を給付するか，全国民に対して一律で 10万円を給
付するかで議論があった．高橋 (2021)ではこの政
策をめぐる状況を参考に，一部の人々へ相対的に
大きな金額を支給するのと，全員へ小さな金額を
給付するのとではどちらが望ましいかに焦点を当
てて，人々の再分配に対する選好を研究した．し
かし，再分配前の所得格差と再分配との間につな
がりは見出されなかった．この理由として，高橋
(2021) は，(1) 再分配する資金が外部（実験者）か
ら与えられたこと，1(2) 実験参加者が当事者とし
て意思決定を行っていないこと，(3) 政策の実現
確率を導入したため，不確実性を回避する行動が
結果を左右したことの 3点をあげている．
そこで本研究では，実験参加者が実労働タスク

によって獲得した “所得”から “税”を徴収し，この
税収を給付金として当事者間で再分配する設定で
実験を行った．また本研究では，元々の所得格差
と災害等での損失によって生じた格差の両方が存
在する場合を考える．この問題を請求権付き交渉
問題として捉え，望ましい配分指標のうち，どれ
が当事者によって選択されやすいかを独裁者ゲー
ムの実験を通して分析した．実験の結果，人々は
元々の所得差を是正する配分よりも，損失によっ
てもたらされた格差を是正する配分をより好む傾
向があることがわかった．

1給付金などでは，税を徴収することでその財源（公費）
が得られている．

2. 実験設計
本実験は，実験者から与えられた金額を再分配す
るWindfall処理（以下，処理W）と税のように事前
に回収した所得の一部分の再分配を行うTaxation

処理（以下，処理 T）の 2処理から構成された．
実験は，タスクA，タスクB，アンケートからな
る．タスクAでは，それぞれが実労働（暗号化作
業）によりポイントを稼いだ．実労働での成績が上
位半分に入れば高ポイント,半分以下であれば低ポ
イントを得るように設定し，所得格差を設けた．タ
スクBでは，ランダムマッチにより 2人グループが
形成される．この後，処理Tでは，両者のポイント
の 20%を回収する．次に，処理W, Tともに手持ち
のポイント（高所得が xH , 低所得が xL）に損失が
生じる．損失にも大小 2つを設定し，損失後の残り
ポイントが大きい順にそれぞれ rH = 0.7, rL = 0.3

とした．その後，処理Wでは実験者から与えられ
たポイント，処理TではタスクB冒頭で参加者か
ら回収したポイントの合計を，2人グループ内で
独裁者ゲームにより再分配した．この際，グルー
プ内の 2人の被る損失の組み合わせは (r1, r2) ∈
{(rH , rH), (rL, rL), (rH , rL), (rL, rH)}の 4パター
ンあるが，このそれぞれに対して戦略表明法を用
いて意思決定をしてもらった．
3. 仮説：請求権付き交渉問題の適用
本研究では，経済損失が生じた場合の再分配に
ついて，Gächter and Riedl (2006) に倣って，請
求権付き交渉問題として定式化し分析を行ってい
く．一般に交渉問題は，2人プレイヤー間の交渉に
より実現可能な配分を表す実現可能集合 Sと，交
渉が決裂した時に得る利得を表す基準点 dによっ
て定義される．今回扱う問題では，d = (d1, d2) =

(r1x1, r2x2)であり，Sは配分総額を F とすると，
d, (d1 + F, d2), (d1, d2 + F )の 3点で囲まれた部分
となる．ただし，実験では F を過不足なく分ける
設定であるため，このパレートフロンティアのみ
実現可能である．

1-C-7 日本オペレーションズ・リサーチ学会
2022年 秋季研究発表会



図 1: 請求権付き交渉問題とその解

請求権付き交渉問題は，標準的な交渉問題の実
現可能集合 Sの外側に，両者の望む配分である請
求権 cを追加したものである．処理Wではお互い
に自分の損失分を補填したいため，損失前の所得
(x1, x2)を請求権として意識した再分配（図 1では
fW）が行われると考えられる．一方，処理Tにお
いては，処理Wと同じくお互いに自分の損失分を
補填したいが，2人グループの間で分けるポイント
の内の自分が稼いだ部分に所有感 (Korenok et al.

2017) を感じ，お互いから回収されたポイントで
の按分（図 1では fT）を選びやすいと考えられる．
仮説 処理Tでは fT，処理Wでは請求権付き交渉

問題の解 fW に近い分配案が選ばれやすい．
また，Gächter and Riedl (2006)に倣い，比例

ルール (PROP), 制約付き等損ルール (CEL), 制
約付き等賞ルール (CEA),均等配分 (EQUA)を指
標とし，このうちどの指標に近い再分配が見られ
るかを分析した．
4. 実験結果
仮説については元々の所得 (x1, x2)および経済

損失の度合い (r1, r2)の組み合わせごとに分析した
が，ほとんど支持されなかった．しかしながら，処
理間差が見られたケースを細かく分析すると，相
手の所得低く，かつ生じた損失が大きいという相
手にとって最も不遇な場合，処理Wにおいては利
己的な行動が多く見られる一方，処理Tでは相手
が税として納めた額を考慮して自分の取り分を下
げる傾向があることがわかった．
次に，4パターンでの意思決定のそれぞれにお

いて，各実験参加者が実際に選択した分け方と 4

指標に従った分け方との差を計算し，差分の小さ
いものから順位を付け平均順位を求めた．

表 1: 両者とも低所得で経済損失に差がある場合
(x1, x2) (xL, xL)

(r1, r2) (rH , rL) (rL, rH)

処理W 平均 順位 平均 順位
PROP 2.57 3 2 2

CEL 3.43 4 1.29 1

CEA 1.5 1 2.86 3

EQUA 1.5 1 2.86 3

処理 T 平均 順位 平均 順位
PROP 2.56 3 1.88 2

CEL 3.44 4 1.5 1

CEA 1.5 1 2.81 3

EQUA 1.5 1 2.81 3

この分析から，例えば損失前の所得が等しく生
じた損失のみが異なる場合（表 1），両方の処理に
おいて，相手が自分よりも大きな損失に見舞われ
たときは，均等な配分に近いCEA, EQUAが実際
の意思決定に最も近かった．対して，自分が相手
よりも大きな損失を被ったときは，より自分のも
らう量が多くなる CELに従った再分配が実際の
意思決定に最も近くなることがわかった．これよ
り，自らの責に帰さない理由での経済格差は，格
差を是正する再分配が好まれる傾向があることが
示唆された．
5. おわりに
今回はGächter and Riedl (2006)に倣い 2人で
の分配を扱ったが，3人以上での分析を実施する
のが今後の課題である．
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